
令和元年6月26日

第62期決算公告

                                           千葉県印西市松崎台二丁目５番地

                                         株 式 会 社 シ ン コ ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　諏 訪 泰 正

(単位：円）

科　 　　目 金　  　　額 科　 　　目 金　   　額

【 流　動　資　産 】【 462,832,162 】 【 流　動　負　債 】【 65,156,554 】

現 金 預 金 387,411,326 買 掛 金 29,831,185

売 掛 金 52,006,652 工 事 未 払 金 1,305,000

完 成 工 事 未 収 入 金 3,760,000 短 期 リ ー ス 債 務 8,354,520

商 品 4,585,962 未 払 金 7,805,170

貯 蔵 品 16,122,609 預 り 金 465,510

未 収 入 金 2,408,488 賞 与 引 当 金 9,456,115

親 会 社 未 収 入 金 87 完成工事補償引当金 114,854

仮 払 金 236,976 未 払 法 人 税 等 580,000

貸 倒 引 当 金 △ 3,699,938 未 払 事 業 税 3,056,400

未 払 消 費 税 4,187,800

【 固　定　資　産 】【 23,809,514 】 【 固　定　負　債 】【 29,193,282 】

（ 有 形 固 定 資 産 ）（ 22,381,473 ） 長 期 リ ー ス 債 務 14,199,143

機 械 装 置 15,356,200 退 職 給 付 引 当 金 13,794,139

機械装置減価償却累計額 △ 15,356,193 役員退職慰労引当金 1,200,000

器 具 備 品 47,925,530

器具備品減価償却累計額 △ 46,427,134 負債の部合計 94,349,836

リ ー ス 資 産 57,947,880 純資産の部

償却累計リース資産 △ 37,064,810

（ 無 形 固 定 資 産 ）（ 1,378,041 ） 【 株　主　資　本 】【 392,291,840 】

電 話 加 入 権 819,541 （ 資　本　金 ）（ 90,000,000

ソ フ ト ウ ェ ア 258,500 資 本 金 90,000,000

商　　　　標　　　　権 300,000 （ 資 本 剰 余 金 ）（ 20,000,000 ）

（ 投　資　等 ）（ 50,000 そ の 他 資 本 剰 余 金 20,000,000

保 証 金 50,000 （ 利 益 剰 余 金 ）（ 282,291,840 ）

利 益 準 備 金 62,500,000

そ の 他 利 益 剰 余 金 69,172,373

繰 越 利 益 剰 余 金 150,619,467

純資産の部合計 392,291,840

資産の部合計 486,641,676 負債及び純資産の部合計 486,641,676

貸借対照表(令和2年3月31日現在)



個  別  注  記  表 

 

自 平成 30年 4月 1日 

至 平成 31年 3月 31日 

 

Ⅰ.この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成しています。 

Ⅱ.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 資産の無評価の方法 

貯蔵品の評価は、総平均法による原価法によっています。 

2. 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 定率法 

無形固定資産 定額法 

3. 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒実績率に基づく限度相当額を計

上しております。 

② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込み額に

基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

③ 役員退職慰労引当金 

取締役の退職慰労金の支出に備えるため、取締役退職慰労金規程に基づく当

事業年度末要支給額を計上しています。 

④ 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込み額の当期負担分を計上していま

す。 

   ⑤ 完成工事補償引当金 

      完成工事に係る瑕疵担保に要する費用に備えるため、過去の実績等に基づき

将来の見積補償額を計上しています。 

4. 完成工事高及び完成工事原価の計上 

完成工事高の計上は、請負金額が１億円以上で当期末までの進捗部分につい

て成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準を適用し、そ

の他の工事契約については工事完成基準を適用しております。なお、工事進行

基準を適用する工事の期末における進捗度の見積は原価比例法によっていま

す。 

5. 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。 

 

以 上 


